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260 名であった（文部科学省, 2008）と報告されている。 
 このように高いニーズが報告されている早期教育相談であるが、具体的な相
談内容について先行研究を概観すると、視覚障害乳幼児の育児に関する相談（沖
本, 2010）、発達に関する相談（丹羽, 2004）、就学相談（佐藤・香川, 2003）、情
報提供相談（河上, 2000）、視覚補助具相談（猪平, 1999）、親の障害受容に関す
る相談（神田, 1999; 奈良, 2018）等が報告されていた。また、各視覚障害特別
支援学校の実線報告をみると、早期教育相談の実施方法や実施体制、早期教育









































らかにするため、16 校の視覚障害特別支援学校において、2005 年度から 2009









第５章 視覚障害特別支援学校における早期教育相談に対する教師の自己効力  
  感に影響を及ぼす個人要因の検討（研究２） 










勤務年数 6 年以下 7 年以上、視覚免許の有無、相談経験の有無、教師としての









  過程（研究３） 
 本章では、研究２で相談に対する自己効力感への影響が見出された視覚障害





















うことが見出された。一般的に、教師の人事異動は 5 年から 10 年程度で行われ
ることが多い（川口・小林, 2010）が、視覚障害特別支援学校の早期教育相談を
担う教師が確実に相談に必要な知識・技能を身に付け、それらを継承していく
ためには、少なくとも 10 年では足りないということが本研究の結果から示唆さ
れた。 
 本研究の限界としては、早期教育相談の記録に基づき分析を行ったため、年
齢や相談内容以外の個人属性からの分析ができなかったこと、ベテラン教師に
対する回想法による面接調査を用いたため鮮度の良い効力感契機の抽出が難し
かったことがあげられる。今後は、本研究の結果をふまえて、適切な時期に適
切な研修や実践経験を積み重ねることで、より確実に早期教育相談に関する知
識・技能を身に付けることができるようなシステムの構築が望まれる。 
